
島根県幼保連携型認定こども園の認可に関する規則をここに公布する。

平成26年12月５日

島根県知事 溝 口 善兵衛

島根県規則第84号

島根県幼保連携型認定こども園の認可に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。

以下「法」という。）、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行令（平成26年政

内 閣

令第203号）、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平成26年文部科学

厚生労働

府

省令第２号。以下「府省令」という。）及び島根県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関す

省

る基準を定める条例（平成26年島根県条例第46号）に定めるもののほか、幼保連携型認定こども園に関し必要な事項を

定めるものとする。

（設置の届出等）

第２条 法第16条の規定による設置の届出は、事業開始の予定日から起算して90日前までに、幼保連携型認定こども園設

置届出書（様式第１号）により行わなければならない。

２ 法第17条第１項の規定による設置の認可の申請は、事業開始の予定日から起算して90日前までに、幼保連携型認定こ

ども園設置認可申請書（様式第２号）により行わなければならない。

（廃止又は休止の届出等）

第３条 法第16条の規定による廃止又は休止の届出は、廃止し、又は休止しようとする日から起算して90日前までに、幼

保連携型認定こども園廃止（休止）届出書（様式第３号）により行わなければならない。

２ 法第17条第１項の規定による廃止又は休止の認可の申請は、廃止し、又は休止しようとする日から起算して90日前ま

でに、幼保連携型認定こども園廃止（休止）認可申請書（様式第４号）により行わなければならない。

（設置者の変更の届出等）

第４条 法第16条の規定による設置者の変更の届出は、変更しようとする日から起算して90日前までに、幼保連携型認定

こども園設置者変更届出書（様式第５号）により行わなければならない。

２ 法第17条第１項の規定による設置者の変更の認可の申請は、変更しようとする日から起算して90日前までに、幼保連

携型認定こども園設置者変更認可申請書（様式第６号）により行わなければならない。

（身分を示す証明書）

第５条 法第19条第２項に規定する証明書は、様式第７号によるものとする。

（教育・保育等に関する情報の提供）

第６条 法第28条に規定する周知は、インターネットの利用、新聞への掲載その他の方法により行うものとする。

２ 法第28条に基づき提供する情報の項目は、次に掲げるとおりとする。

⑴ 法第４条第１項各号に掲げる事項

⑵ 園児の１日の活動内容

⑶ 利用料の額

⑷ 職員配置の状況

⑸ 施設設備の概要

⑹ 満３歳以上の園児について編制する学級数

（変更の届出）



第７条 法第29条第１項又は府省令第15条第２項の規定による変更の届出は、変更しようとする日から起算して30日前ま

でに、幼保連携型認定こども園変更届出書（様式第８号）により行わなければならない。ただし、保育を必要とする子

どもに係る利用定員若しくは保育を必要とする子ども以外の子どもに係る利用定員を一時的に変更する場合であって、

その変更の合計の数が10人を超えない数であるとき、又は前条第２項第２号若しくは第４号の事項のみを変更する場合

については、この限りでない。

（運営の状況報告）

第８条 法第30条第１項に規定する報告は、毎年６月末日までに幼保連携型認定こども園運営状況報告書（様式第９号）

により行わなければならない。

附 則

この規則は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成24

年法律第66号）の施行の日から施行する。



様式第１号（第２条関係）

年 月 日

島根県知事 様

届出者 市 町 村 名

市町村長名 印

幼保連携型認定こども園設置届出書

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第16条の規定により、幼保連携型認定こど

も園の設置について、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

記

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

設 置 の 目 的

保育を必要とする子ども
年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合 計

に係る利用定員等（人）
利 用 定 員

事業開始時在籍見込

保育を必要とする子ども 年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合 計

以外の子どもに係る利 利 用 定 員

用定員等（人） 事業開始時在籍見込

満３歳以上の園児につ

いて編制する学級数

園 長 の 氏 名

園 長 副園長・教頭 主幹保育教諭 指導保育教諭 保 育 教 諭 助保育教諭

職員配置の状況（人）
講 師 合 計

園 地 敷地面積 ㎡ 園庭面積 ㎡

園地 ・園舎の状況
園 舎

構 造 造 階建

面 積 建築面積 ㎡ 延床面積 ㎡

区 分 室 数 面積（㎡） 区 分 室 数 面積（㎡）

乳 児 室 調 理 室

ほ ふ く 室 便 所

保 育 室

遊 戯 室

職 員 室

施設 設備等の概要
保 健 室

区 分 有 ・ 無 区 分 有 ・ 無

飲 料 水 用 設 備 水 遊 び 場

手 洗 用 設 備 園 児 清 浄 用 設 備

足 洗 用 設 備 図 書 室



放 送 聴 取 設 備 会 議 室

映 写 設 備

教育又は保育の目標及

び主な内容

実施する子育て支援事

業

［園児の区分] ［園児の区分] ［園児の区分]

（時刻） （内容） （時刻） （内容） （時刻） （内容）

園児の１日の活動内容

利 用 料 の 額

経費の見積り及び維持

方法

開 設 予 定 年 月 日

添付資料

１ 教育及び保育に関する全体的な計画並びにこれに基づく指導計画

２ 園長の資格を有することを証する書類又は同等の資格を有する者であることの申立書

３ 職員名簿（別紙）及び資格証明書

４ 園長及び職員の履歴書（児童福祉施設及び幼稚園の勤務歴を明記すること。）

５ 位置図、建物平面図及び敷地平面図（建物配置）

６ 土地建物の登記事項証明書、賃貸借契約書等権利関係を明らかにできる書類

７ 園児の処遇に関する計画

⑴ 衛生管理計画

⑵ 健康診断実施計画

⑶ 給食計画及び食育計画

⑷ 避難及び消火訓練に関する計画

８ 管理運営に関する規程等

⑴ 園則、管理規程、就業規程、給与規程、経理規程、消防計画等の内部規程

⑵ 業務分担表

⑶ 職員の資質向上のための研修計画

⑷ 情報開示関係規程

⑸ 入園選考規程

⑹ 子育て支援事業実施計画

⑺ 安全管理（事故、災害、感染症、食中毒等）対応マニュアル

⑻ 補償関係書類

⑼ 自己評価等実施計画

９ 設置に関する条例の写し



別紙

職員名簿

職 名 担当業務 氏 名
資格取得年月日 常勤・非常

備 考
幼稚園の教員免許状 保育士登録 勤の別

注１ 担当業務欄には、学級担任、満３歳未満児の保育及びその他の別を記入すること。

２ それぞれの資格を有していない場合は、資格取得年月日欄は空欄とすること。

３ 非常勤の場合は、備考欄に１月当たりの平均的な勤務時間数を記入すること。



様式第２号（第２条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住 所

申請者 法 人 名

代表者氏名 ㊞

（電話番号 ）

幼保連携型認定こども園設置認可申請書

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第１項の規定により、幼保連携型認

定こども園の設置について、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

設 置 の 目 的

保育を必要とする子ども
年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合 計

に係る利用定員等（人）
利 用 定 員

事業開始時在籍見込

保育を必要とする子ども 年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合 計

以外の子どもに係る利 利 用 定 員

用定員等（人） 事業開始時在籍見込

満３歳以上の園児につ

いて編制する学級数

園 長 の 氏 名

園 長 副園長・教頭 主幹保育教諭 指導保育教諭 保 育 教 諭 助保育教諭

職員配置の状況（人）
講 師 合 計

園 地 敷地面積 ㎡ 園庭面積 ㎡

園地 ・園舎の状況
園 舎

構 造 造 階建

面 積 建築面積 ㎡ 延床面積 ㎡

区 分 室 数 面積（㎡） 区 分 室 数 面積（㎡）

乳 児 室 調 理 室

ほ ふ く 室 便 所

保 育 室

遊 戯 室

職 員 室

施設 設備等の概要
保 健 室

区 分 有 ・ 無 区 分 有 ・ 無

飲 料 水 用 設 備 水 遊 び 場



手 洗 用 設 備 園 児 清 浄 用 設 備

足 洗 用 設 備 図 書 室

放 送 聴 取 設 備 会 議 室

映 写 設 備

教育又は保育の目標及

び主な内容

実施する子育て支援事

業

［園児の区分] ［園児の区分] ［園児の区分]

（時刻） （内容） （時刻） （内容） （時刻） （内容）

園児の１日の活動内容

利 用 料 の 額

経費の見積り及び維持

方法

開 設 予 定 年 月 日

添付資料

１ 教育及び保育に関する全体的な計画並びにこれに基づく指導計画

２ 園長の資格を有することを証する書類又は同等の資格を有する者であることの申立書

３ 職員名簿及び資格証明書

４ 設置主体の代表者、園長及び職員の履歴書（児童福祉施設及び幼稚園の勤務歴を明記すること。）

５ 位置図、建物平面図及び敷地平面図（建物配置）

６ 土地建物の登記事項証明書、賃貸借契約書等権利関係を明らかにできる書類

７ 園児の処遇に関する計画

⑴ 衛生管理計画

⑵ 健康診断実施計画

⑶ 給食計画及び食育計画

⑷ 避難及び消火訓練に関する計画

８ 管理運営に関する規程等

⑴ 園則、管理規程、就業規程、給与規程、経理規程、消防計画等の内部規程

⑵ 業務分担表

⑶ 職員の資質向上のための研修計画

⑷ 情報開示関係規程

⑸ 入園選考規程

⑹ 子育て支援事業実施計画

⑺ 安全管理（事故、災害、感染症、食中毒等）対応マニュアル

⑻ 補償関係書類

⑼ 自己評価等実施計画

９ 申請施設に関する収支予算書及び固定資産台帳並びに設置主体の過去３年間の決算諸表



10 定款等基本約款及び法人の登記事項証明書（又はこれに代わる書類）

11 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第２項各号の規定に該当しな

い旨の誓約書

注 ３の職員名簿は、様式第１号の別紙によること。



様式第３号（第３条関係）

年 月 日

島根県知事 様

届出者 市 町 村 名

市町村長名 印

幼保連携型認定こども園廃止（休止）届出書

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第16条の規定により、幼保連携型認定こど

も園の廃止（休止）について、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

記

１ 施設の名称

２ 廃止又は休止の理由

３ 入園している園児の処遇

４ 廃止の期日又は休止の予定期間

５ 財産の処分（廃止の場合のみ）

６ 添付書類

当該市町村の要保育児童数の推移の分かる資料



様式第４号（第３条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住 所

申請者 法 人 名

代表者氏名 ㊞

（電話番号 ）

幼保連携型認定こども園廃止（休止）認可申請書

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第１項の規定により、幼保連携型認

定こども園の廃止（休止）について、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１ 施設の名称

２ 廃止又は休止の理由

３ 入園している園児の処遇

４ 廃止の期日又は休止の予定期間

５ 財産の処分（廃止の場合のみ）

６ 添付書類

⑴ 理事会議事録

⑵ 市町村長意見書（当該市町村の要保育児童数の推移が明記してあるもの）



様式第５号（第４条関係）

年 月 日

島根県知事 様

市 町 村 名

市町村長名 印

届出者

住 所

法 人 名

代表者氏名 ㊞

（電話番号 ）

幼保連携型認定こども園設置者変更届出書

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第16条の規定により、幼保連携型認定こど

も園の設置者の変更について、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

記

設 置 者

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

設 置 の 目 的

保育を必要とする子ども
年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合 計

に係る利用定員等（人）
利 用 定 員

変 更 時 在 籍 見 込

保育を必要とする子ども 年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合 計

以外の子どもに係る利 利 用 定 員

用定員等（人） 変 更 時 在 籍 見 込

満３歳以上の園児につ

いて編制する学級数

園 長 の 氏 名

園 長 副園長・教頭 主幹保育教諭 指導保育教諭 保 育 教 諭 助保育教諭

職員配置の状況（人）
講 師 合 計

園 地 敷地面積 ㎡ 園庭面積 ㎡

園地 ・園舎の状況
園 舎

構 造 造 階建

面 積 建築面積 ㎡ 延床面積 ㎡

区 分 室 数 面積（㎡） 区 分 室 数 面積（㎡）

乳 児 室 調 理 室

ほ ふ く 室 便 所

保 育 室



遊 戯 室

職 員 室

施設 設備等の概要
保 健 室

区 分 有 ・ 無 区 分 有 ・ 無

飲 料 水 用 設 備 水 遊 び 場

手 洗 用 設 備 園 児 清 浄 用 設 備

足 洗 用 設 備 図 書 室

放 送 聴 取 設 備 会 議 室

映 写 設 備

教育又は保育の目標及

び主な内容

実施する子育て支援事

業

［園児の区分] ［園児の区分] ［園児の区分]

（時刻） （内容） （時刻） （内容） （時刻） （内容）

園児の１日の活動内容

利 用 料 の 額

経費の見積り及び維持

方法

変 更 理 由

変 更 予 定 年 月 日

注 変更後の状況を記載するものとし、変更がある事項については、変更前の状況を括弧書きすること。

添付資料

１ 教育及び保育に関する全体的な計画並びにこれに基づく指導計画

２ 園長の資格を有することを証する書類又は同等の資格を有する者であることの申立書

３ 職員名簿及び資格証明書

４ 設置主体の代表者、園長及び職員の履歴書（児童福祉施設及び幼稚園の勤務歴を明記すること。）

５ 位置図、建物平面図及び敷地平面図（建物配置）

６ 土地建物の登記事項証明書、賃貸借契約書等権利関係を明らかにできる書類

７ 園児の処遇に関する計画

⑴ 衛生管理計画

⑵ 健康診断実施計画

⑶ 給食計画及び食育計画

⑷ 避難及び消火訓練に関する計画

８ 管理運営に関する規程等

⑴ 園則、管理規程、就業規程、給与規程、経理規程、消防計画等の内部規程

⑵ 業務分担表



⑶ 職員の資質向上のための研修計画

⑷ 情報開示関係規程

⑸ 入園選考規程

⑹ 子育て支援事業実施計画

⑺ 安全管理（事故、災害、感染症、食中毒等）対応マニュアル

⑻ 補償関係書類

⑼ 自己評価等実施計画

９ 設置に関する条例の写し

10 申請施設に関する収支予算書及び固定資産台帳並びに設置主体の過去３年間の決算諸表

11 定款等基本約款及び法人の登記事項証明書（又はこれに代わる書類）

12 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第２項各号の規定に該当しな

い旨の誓約書

注１ 添付書類は、変更前及び変更後のそれぞれについて作成すること。ただし、変更前後の書類が同一のものと

なる場合は、変更前の書類を省略することができる。

２ ３の職員名簿は、様式第１号の別紙によること。

３ ９の設置に関する条例の写しは、設置者が市町村の場合に添付すること。

４ 10から12までに掲げる書類については、設置者が国又は地方公共団体以外の者である場合に添付すること。



様式第６号（第４条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住 所

法 人 名

代表者氏名 ㊞

（電話番号 ）

申請者

住 所

法 人 名

代表者氏名 ㊞

（電話番号 ）

幼保連携型認定こども園設置者変更認可申請書

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第１項の規定により、幼保連携型認

定こども園の設置者の変更について、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

設 置 者

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

設 置 の 目 的

保育を必要とする子ども
年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合 計

に係る利用定員等（人）
利 用 定 員

変 更 時 在 籍 見 込

保育を必要とする子ども 年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合 計

以外の子どもに係る利 利 用 定 員

用定員等（人） 変 更 時 在 籍 見 込

満３歳以上の園児につ

いて編制する学級数

園 長 の 氏 名

園 長 副園長・教頭 主幹保育教諭 指導保育教諭 保 育 教 諭 助保育教諭

職員配置の状況（人）
講 師 合 計

園 地 敷地面積 ㎡ 園庭面積 ㎡

園地 ・園舎の状況
園 舎

構 造 造 階建

面 積 建築面積 ㎡ 延床面積 ㎡

区 分 室 数 面積（㎡） 区 分 室 数 面積（㎡）

乳 児 室 調 理 室



ほ ふ く 室 便 所

保 育 室

遊 戯 室

職 員 室

施設 設備等の概要
保 健 室

区 分 有 ・ 無 区 分 有 ・ 無

飲 料 水 用 設 備 水 遊 び 場

手 洗 用 設 備 園 児 清 浄 用 設 備

足 洗 用 設 備 図 書 室

放 送 聴 取 設 備 会 議 室

映 写 設 備

教育又は保育の目標及

び主な内容

実施する子育て支援事

業

［園児の区分] ［園児の区分] ［園児の区分]

（時刻） （内容） （時刻） （内容） （時刻） （内容）

園児の１日の活動内容

利 用 料 の 額

経費の見積り及び維持

方法

変 更 理 由

変 更 予 定 年 月 日

注 変更後の状況を記載するものとし、変更がある事項については、変更前の状況を括弧書きすること。

添付資料

１ 教育及び保育に関する全体的な計画並びにこれに基づく指導計画

２ 園長の資格を有することを証する書類又は同等の資格を有する者であることの申立書

３ 職員名簿及び資格証明書

４ 設置主体の代表者、園長及び職員の履歴書（児童福祉施設及び幼稚園の勤務歴を明記すること。）

５ 位置図、建物平面図及び敷地平面図（建物配置）

６ 土地建物の登記事項証明書、賃貸借契約書等権利関係を明らかにできる書類

７ 園児の処遇に関する計画

⑴ 衛生管理計画

⑵ 健康診断実施計画

⑶ 給食計画及び食育計画

⑷ 避難及び消火訓練に関する計画

８ 管理運営に関する規程等



⑴ 園則、管理規程、就業規程、給与規程、経理規程、消防計画等の内部規程

⑵ 業務分担表

⑶ 職員の資質向上のための研修計画

⑷ 情報開示関係規程

⑸ 入園選考規程

⑹ 子育て支援事業実施計画

⑺ 安全管理（事故、災害、感染症、食中毒等）対応マニュアル

⑻ 補償関係書類

⑼ 自己評価等実施計画

９ 申請施設に関する収支予算書及び固定資産台帳並びに設置主体の過去３年間の決算諸表

10 定款等基本約款及び法人の登記事項証明書（又はこれに代わる書類）

11 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第２項各号の規定に該当しな

い旨の誓約書

注１ 添付書類は、変更前及び変更後のそれぞれについて作成すること。ただし、変更前後の書類が同一のものと

なる場合は、変更前の書類を省略することができる。

２ ３の職員名簿は、様式第１号の別紙によること。

３ 11の誓約書は、変更後の設置者のもののみ添付すること。



様式第７号（第５条関係）

（表）

第 号

証 明 書

所 属

職 名

氏 名

上記の者は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法

律第77号）第19条第１項の規定により立入検査等を行う職員であることを証明する。

年 月 日 交付

島根県知事 印

（裏）

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（抜粋）

（報告の徴収等）

第19条 都道府県知事（指定都市等の区域内に所在する幼保連携型認定こども園（都道府県が設置する

ものを除く。）については、当該指定都市等の長。第28条から第30条まで並びに第34条第３項及び第

９項を除き、以下同じ。）は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、幼保連携型認定

こども園の設置者若しくは園長に対して、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に関係者に

対して質問させ、若しくはその施設に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させることがで

きる。

２ 前項の規定による立入検査を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。

３ 略

縦８センチメートル、横10センチメートル



様式第８号（第７条関係）

年 月 日

島根県知事 様

届出者 市 町 村 名

市町村長名 印

住 所

法 人 名

代表者氏名 ㊞

（電話番号 ）

幼保連携型認定こども園変更届出書

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第29条第１項又は就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第15条第２項の規定により、幼保連携型認定こども園の運営

内容等の変更について、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

記

１ 施設の名称

２ 変更事項

変 更 前 変 更 後

３ 変更理由

４ 変更予定年月日



５ 添付資料

⑴ 変更事項に関する書類

⑵ 理事会議事録

⑶ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第２項各号の規定に該当しな

い旨の誓約書（設置主体の代表者又は園長の変更であって、設置者が市町村以外の場合に限る。）

注 この届出書は、次に掲げる事項の変更をしようとするときに提出すること。

⑴ 施設の名称

⑵ 施設の所在地

⑶ 設置の目的（設置者が市町村以外の場合に限る。）

⑷ 設置主体の代表者

⑸ 園長

⑹ 保育を必要とする子どもに係る利用定員及び保育を必要とする子ども以外の子どもに係る利用定員

⑺ 園則（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第16条各号に掲げる

事項を変更する場合に限る。）

⑻ 実施する子育て支援事業

⑼ 園地、園舎その他設備の規模及び構造並びにその図面

⑽ 施設設備の概要（園舎、園庭、乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室の面積に変更がある場合に限る。）

⑾ 利用料の額

⑿ 満３歳以上の園児について編制する学級数

⒀ 教育又は保育の目標及び主な内容

⒁ 経費の見積り及び維持方法（設置者が市町村以外の場合に限る。）



様式第９号（第８条関係）

年 月 日

島根県知事 様

提出者 市 町 村 名

市町村長名 印

住 所

法 人 名

代表者氏名 ㊞

（電話番号 ）

幼保連携型認定こども園運営状況報告書

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第30条第１項の規定により、幼保連携型認

定こども園の運営状況について報告します。

記

１ 施設の名称

２ 保育を必要とする子どもに係る利用定員及び在籍数（報告日前日現在）

⑴ 利用定員 人 内訳 年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合計

在 籍 数 人 利用定員 （ ） （ ） （ ）

在 籍 数 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（注）括弧内には、報告日の属する年の４月１日現在の人数を記入すること。

⑵ 定員の弾力化による受入れの有無 有 ・ 無

３ 保育を必要とする子ども以外の子どもに係る利用定員及び在籍数（報告日前日現在）

利用定員 人 内訳 年 齢 ０ １ ２ ３ ４ ５ 合計

在 籍 数 人 利用定員 （ ） （ ） （ ）

在 籍 数 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（注）括弧内には、報告日の属する年の４月１日現在の人数を記入すること。

４ 満３歳以上の園児について編制する学級数

５ 園長の氏名

６ 教育又は保育の目標及び主な内容

７ 実施している子育て支援事業

８ 教育及び保育に直接従事する職員の数



人（報告日の属する年の４月１日現在）

９ 添付資料

添 付 資 料 名 変更の有無

⑴ 職員名簿及び資格証明書 有 ・ 無

⑵ 園児の１日の活動内容 有 ・ 無

⑶ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第２項
有 ・ 無

各号の規定に該当しない旨の誓約書

注１ 添付資料は、設置届出（認可申請）又は前回の設置者変更届出（認可申請）、変更届出若しくは運営状況報告

から変更があるもののみ添付すること。

２ ９⑴の職員名簿は、様式第１号の別紙によること。

３ ９⑶の誓約書は、設置者が国又は地方公共団体以外の者である場合に添付すること。

４ 設置主体の代表者又は園長に変更がある場合は、この報告書ではなく幼保連携型認定こども園変更届出書（様

式第８号）によること。


